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要旨：2011 年東北地方太平洋沖地震で被災した宮城県内の小中学校 RC 造校舎の耐震性能と上部構造の被害

傾向の検討を試みた。耐震化が比較的進んでいる宮城県内は，大破被害は建設年代が古く Is 値の低い建物の

みに見られ，1995 年の兵庫県南部地震の被害と比較して大幅に少なかったことから，耐震診断・耐震改修の

効果が見られたといえる。しかし，新耐震設計法移行初期に建設，もしくは Is 値が判定基準を上回る建物で

あっても，第二種構造要素とならない柱や壁に損傷が集中し，中破程度の被害が生じた事例が見られた。設

計範囲の破壊形式であり骨組全体の安全性は保証されているが，継続使用，修復性の点で問題となった。 

キーワード：東北地方太平洋沖地震，地震被害，耐震診断・補強，学校建築 

 

1. はじめに 

 被災した建物の統計的な傾向の検討をすることは，新

築建物の耐震設計法や既存建物の耐震診断・耐震改修の

効果を検討する上で重要である。2011 年 3 月 11 日の東

北地方太平洋沖地震では，東北地方を中心に多くの建物

が被災した。日本建築学会の学校建築委員会・耐震性能

等小委員会（主査：壁谷澤寿海・東大地震研究所）では，

文部科学省の委託を受け，被災地域の文教施設の被害調

査と被災度判定を実施した。筆者らはこの調査活動の一

部として，宮城県内の RC 造学校建築物の被害調査を行

った。本研究ではこの調査結果による被害傾向と，建築

年代や耐震補強の有無，Is 指標などの耐震性能評価指標

について，比較検討を行った。また，本地震における典

型的な被害事例について報告した。なお，本地震では甚

大な津波被害や杭，基礎被害も見られたが，本研究では

震動による上部構造の被害のみを対象としている。 

 

2. 宮城県内 RC 造学校校舎の耐震性能の傾向の分析 

2.1 建物データベースの作成 

 本地震における被害調査を行った地域のうち，主とし

て震動被害が見られた地域である仙台市，大崎市，塩釜

市，七ヶ浜町，栗原市内全ての公立小中学校 RC 造校舎

546 棟（以下 B 群）に関して施設台帳の情報を基にデー

タベースの作成を行った。また，実際に被害調査を行っ

た建物（以下 A 群）に関しては，被害調査結果や構造図

面等を基に，より詳細なデータベースを作成した。表－

1 に入力項目を示す。なお，分析は渡り廊下，給食室等

小規模なものは除いて一般的な校舎で行った。 

2.2 耐震性能の傾向 

(1) 建設年と耐震性能との関係 

 図－1 に建設年度と耐震性能別の統計を示す。また， 

 

名称（学校・棟・台帳番号）・所在地・調査者・依

頼書委託日・調査日・判定書発行日・判定結果・構

造種別・階数・延床面積・建設年・基礎種別・桁行

の方位・震度（本震・最大余震）・応急危険度判定

結果・基礎構造の被災度・沈下量 S［m］・傾斜θ

［rad］・上部構造の被災度・耐震性能残存率 R・津

波被害の有無・所見・耐震診断の実施状況・耐震補

強の実施状況・補強前後の Is 指標・補強前後の CTSD

値・最大被災の方向及び階・コンクリート強度σB・

損傷度（0～Ⅴ）及び鉛直部材別（せん断柱・曲げ

柱・柱なし壁・柱型付き壁・両側柱付き壁）本数 

注）下線部は A 群 B 群共通，その他は B 群のみの入力項目 
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図－2 に耐震診断・耐震補強実施状況の推移を示す。こ

こで，RC 造校舎の構造性能は建築基準法施工令の改正

によって以下の三年代に分類できる 2)。 

 第一年代：1971 年以前に建設されたもの 

*1 東北大学 工学研究科 都市・建築学専攻 修士課程 (学生会員) 

*2 東北大学 工学研究科 都市・建築学専攻 教授 博士(工学) (正会員) 

 

表－１ データベースの入力項目 

図－1 宮城県内小中学校校舎の耐震性能別統計 
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上部倒壊 基礎小破 基礎中破 基礎大破

全体
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第三年代
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小破
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倒壊
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基礎中破

基礎大破
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図－4 被災度割合（1995 年 兵庫県南部地震） 
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計

軽微・ 無被害

小破

中破

大破

倒壊

東灘区・灘区 公立小・中・高校ＲＣ造全建物151棟

1995年 兵庫県南部地震

 第二年代：1972 年以降 1981 年以前に建設されたもの 

 第三年代：1982 年以降に建設されたもの 

被害調査地域での内訳は，第一年代が 12％，第二年代が

43％，第三年代が 45％である。建設年度が複数年にまた

がっているものは，最初に建設された部分の竣工年を採

用した。B 群は上述した地域内の RC 造校舎 546 棟であ

り，A 群は各市町村教育委員会の依頼に基づき前述の小

委員会で被害調査を行った 63 棟について示している。し

たがって，上下の図を比較しても正確な被害割合を知る

ことはできないが，大まかな被害の傾向をみることがで

きる。即ち，各教育委員会から調査依頼を受けた学校施

設は，ある程度以上の構造被害が生じた学校施設である

ことから，A 群の棟数を被災建物の数とみなし，B 群の

全建物数に対する割合から，被害率の推定ができる。B

群の第三年代は，全棟数の約 4 割を占めているが，A 群

の調査建物では 2 割程度と約半分である。調査依頼がな

い建物で被害が小さいと考えれば，第三年代の建物の被

害率は小さかったといえる。また逆に，第一年代，第二

年代のうち，Is指標が 0.7 未満かつ未補強のもの（図の

耐震性無）は，B 群の全体数に占める割合 5％に対し，A

群の調査建物数に占める割合は 14％である。このことか

ら，1981 年以前建築で Is指標が 0.7 未満かつ未補強の建

物の被害率は大きかったといえる。 

(2)耐震補強の有無と耐震性能との関係 

文部科学省の調査では，宮城県の校舎，体育館等含め

た公立小中学校施設の耐震化率は 93.5％と，全国平均で

ある 73.3％を大きく上回っている 1）。 

補強前及び現状の Is 値と CTSD 値の関係性を示したグ

ラフを図－3 に示す。ここで，Is 値は，保有耐力を建物

の重量で除した累積強度指標（CT），靭性指標（F）に，

建物全体の形状（SD）や経年（T）等を考慮して算出さ

れる「構造耐震指標」である 2)。同図には，Is値を CTSD

値で除すことで算出した見かけの靭性指標 F 値も示した。

補強後の Is値は概ね 0.7 の下限値付近に分布が集中して

いるのに対し，CTSD値は補強後にも分布に広がりが見ら

れる。また，第一年代の方が CTSD 値の補強後の上昇が

より大きい，すなわち強度型の補強設計が行われる傾向

がみられた。現状で全ての建物の CTSD値は 0.3 を上回っ

ている。また，F 値が 0.8 から 1.0 程度と比較的小さく，

せん断部材で終局状態が決まる建物では未補強のものも

存在するが，F 値が 1.27 から 3.2 の範囲内の建物は全て

耐震補強が完了していることが判る。 

 

3.被害傾向と耐震性能の比較検討 

 1995 年兵庫県南部地震と 2011 年東北地方太平洋沖地

震の学校校舎の被害率をそれぞれ図－4，図－5 に示す。

ここで，兵庫県南部地震は全数調査が行われた神戸市灘 
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図－3 耐震補強前及び現状の Is値，CTSD値の変化 

図－5 被災度割合（2011 年 東北地方太平洋沖地震） 

図－2 耐震補強実施状況の推移 

注)括弧内は棟数 
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区・東灘区 151 棟の統計で，東北地方太平洋沖地震は仙

台市・大崎市・塩釜市・七ヶ浜町・栗原市内の小中学校

546 棟の統計である。竣工年は第二年代以前と，第三年

代に分類した。宮城県内の小中学校に関しては，補強の

有無に関しても分類し，また，判定依頼がなく，被害調

査を行っていないものは「軽微」と分類した。建物の被

災度は，「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技

術指針 3）」を基に，最大被災階，方向の耐震性能残存率

R から判定した。なお，本調査では震災後早期に広域か

つ多くの建物について調査・復旧判断をする必要性から，

R は次頁の式(1)の略算法を用いて算出した。 

各地震の年代別被災度を比較すると，兵庫県南部地震

では，第一年代，第二年代の被害率が大きい。東北地方

太平洋沖地震でも同様に第一年代，第二年代の被害が比

較的甚大である。第三年代で，中破・小破の被害率は，

兵庫県南部地震で 10%程度であるのに対して，東北地方

太平洋沖地震では 3%程度であった。第一年代，第二年

代では，特に未補強の建物の被害率が最も高い。耐震補

強不要と判定された建物や，耐震補強済の建物は，未補

強の建物より被害率が低く，大破した建物は存在しなか

った。中破・小破の被害率は 10%弱程度で，新耐震の建

物より高い傾向が見られた。 

図－6 に建設年度別の各被災度の棟数の推移を示す。

第三年代では大破被害は見られなかった。また，新耐震

設計法施行初期（1986 年以前）では，小破や中破と判定

された建物も存在したが，1987 年以降に関しては，上部

構造は軽微以下の被害のみであった。以上より，建設年

代が古く，耐震性能が低い建物ほど被災度が大きくなる

傾向が見られた。一方で，数は少ないが，判定基準を満

たす建物で中破と判定された建物が存在した。 

図－7 に，Is 値と被災度区分判定による構造躯体の耐

震性能残存率 R の関係を示す。耐震補強された建物は，

プロットを丸で囲んでいる。Is 値が低く耐震補強されて

いない建物は被害程度が大きく，耐震性能残存率 R には

相関関係が見られた。また，耐震補強済の建物は，R≧

75（小破に近い中破以下の被害）であった。 

 図－8 に 1995 年兵庫県南部地震，図－9 に 2011 太平

洋沖地震によって被災したRC造校舎のCTSD値と Is値の

関係を示す。兵庫県南部地震の場合は，倒壊あるいは大

破した建物は CTSD値が 0.5 以下の範囲内にあり，CTSD

値が0.45程度以下の建物の大部分で中破以上の被害が生

じている，すなわち Is値が判定基準を満たしている建物

であっても，強度指標が小さい場合に被害が大きくなる

傾向が見られるという知見が得られている 4）。しかし，

図－9 からはそのような明確な傾向は見られなかった。

この理由として，施設台帳等のデータに記載されている

CTSDは E0が評価された F 値に対応する強度指標であり， 
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必ずしもそれが最大耐力を発揮した F 値に対応する強度

指標に対応しているわけではないためと考えられる。そ

こで，詳細な構造図面等を用いることなく，建物の保有

水平耐力時の強度レベルを表すものとして，被災度区分

図－9 Is値－CTSD値（2011 年 東北地方太平洋沖地震） 

図－8  Is値－CTSD値（1995 年 兵庫県南部地震） 

図－7 Is値－耐震性能残存率 R 
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図－6 被災度の推移 
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図―10 耐震性能残存率略算法のフロー 

判定略算法の耐震性能残存率 R の算定（式(1)）に用いら

れる Aorgを用いて，簡便な評価を行った。 

100


org

j

A

A
R  

ここで，Aorg は，鉛直部材をせん断柱，曲げ柱，柱なし

壁，柱型付壁，両側柱付壁の 5 種類に分類し，強度指標

C の比を 1：1：1：2：6，靭性指標 F を全て 1 と仮定し

て強度比率を求め，各層毎の和として算出した値である。

したがって Aorgは F=1 の変形角で算定した Is値として評

価することができる。また，ΣAjは，前述した強度比率

を，各部材の損傷度に応じた耐震性能低減率ηによって

低減した被災後の強度比率の和である。図－10 に略算法

の算定フローを簡単に示す。なお，鉄骨ブレースによる

補強が行われているフレームは両側柱付壁としてカウン

トした。ここで，典型的な学校建物の計算例（建設年代

が古く片廊下平面の Type.1，建設年代が比較的新しく中

廊下平面の Type.2）を表－2 に示した。ここでは桁行方

向は純ラーメン構造であると仮定して Aorgを求めた。 

図－11 に Aorgを 1 層あたりの床面積 Af（延べ床面積/

階数）で基準化した値を横軸に，Is 値を縦軸にとり，被

災度との関係を示した。ここで，耐震補強済の建物はプ

ロットを丸で囲んでいる。Aorg/Af＜0.12 程度の範囲でか

つ未補強建物の被災度が大きいという傾向がみられた。 

図－12 に Aorg/Afと耐震性能残存率 R の関係を示す。

第一年代，第二年代建設で Aorg/Afが低く，未補強の建物

は R が小さい，即ち被害が大きい傾向が見られた。一方

で第三年代建設の建物はRとの相関があまり見られなか

った。これは，断面寸法やせん断応力度等の材料強度等

により強度の仮定が異なること，靭性能の影響を考慮に

入れていないことが原因だと考えられる。今後詳細な図

面や材料試験の結果などを反映するとともに，上述した

ブレ―ス等による補強や強度，壁の種類，強度などを考

慮することで評価精度は向上すると考えられる。 

 

4 被害事例 

 耐震化が比較的進んでいる宮城県内は，上部構造の大

破以上の被害は 3 棟と少なく，耐震診断・耐震改修の効

果があったと考えられる。しかしながら，耐震改修不要

と判定された，あるいは新耐震設計による建物にも，第

二種構造要素とはならずにせん断破壊を許容されている

柱及び耐震壁や雑壁等に損傷が集中し，継続使用の点で

問題となった事例も見られた。ここでは上部構造の典型

的被害事例について報告する。 

4.1 建設年代が古く，耐震性能が低いため大破した事例

（S 中学校） 

校舎 2 棟が大破と判定された S 中学校の配置図を図－

13 に示す。建築年は西棟，東棟ともに 1966 年である。

鉛直
部材

曲げ柱 せん断
柱

柱なし
壁

柱型付
壁

両側柱
付壁

C 1 1 1 2 6

F 1 （共通）

損傷度 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

曲げ部材 0.95 0.75 0.5 0.1 0

せん断部材 0.95 0.6 0.3 0 0

Aorg

(Isに相当)

∑Aj

(DIsに相当)

方向毎に鉛直部材を分類

損傷度に基づいた
耐震性能低減係数 η

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱf

Ⅱ

Ⅱf

Ⅰ

Ⅲ
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プラン 

   

pAf 90m2 148.5m2 

pAorg(梁間) 10 8 

pAorg/pAf(梁間) 0.111 0.054 

pAorg(桁行) 6 4 

pAorg/pAf(桁行) 0.067 0.027 
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表－2 Aorg計算例 

図－11 Aorg/Af－Is値 

図－12 Aorg/Af－耐震性能残存率 R 

-1102-



図―14 T 中学校配置図 

図―15 C－F 関係（Ｔ小学校 1 階桁行方向） 

図―13 S 中学校配置図 

西棟

東棟

柔剣道場

学校給食センター
プール

屋内運動場

西棟

東棟

図―16 T 小学校西棟損傷度評価図 

表－3に各棟1階の耐震診断および被害調査結果を示す。

西棟は，1 階梁間方向（Is＝0.41）において最大被害が生

じ，耐震性能残存率 R=25%で大破と判定された。また，

東棟は，1 階桁行方向(Is＝0.38)において最大被害が生じ，

耐震性能残存率 R=16%で大破と判定された。構造形式は，

片廊下平面タイプで片持ち梁を跳ね出し廊下部分を支持

する Balanced Frame 形式を採用している。1995 年兵庫県

南部地震の場合でも，Balanced Frame 形式を採用した建

物 8 棟のうち，倒壊 2 棟，大破 2 棟，中破 4 棟と大きな

被害が確認されている 2)。１階柱脚部のコンクリートの

圧壊及び主筋座屈（写真－1），耐震壁の損傷（写真－2，

写真－3）が観察され，当該建物は改築が決定している。

宮城県ではこのような建設年代が古く，既存不適格であ

る建物は少ない（調査地域内では 5％）が，このような

大きな被害が生じた事例も見られた。 

4.2 耐震補強不要（Is＞0.7）と判定されたにも関わら

ず中破と判定された事例（T 小学校西棟） 

図－14 に T 小学校の配置図を示す。敷地は台地上に位

置し，周辺地盤には 20cm ほどの沈下が確認された。図

－15 に 1 階桁行方向の累積強度指標 C と，靭性指標 F

との関係を示す。また，同図に T 値，SD値も示した。 

1973 年建設の東棟は，部材の大部分がせん断型で構成

される強度型であり，1 階桁行方向において，Is=0.53（F

＝1）と診断された。桁行方向の耐震補強により，1 階，

2 階に各 2 か所の鉄骨ブレース，及び 1 階から 3 階まで

各 2 か所の耐震壁が増設され，Is値は 0.73（F＝1）に上

昇した。ブレース補強を行っていない 3 階桁行方向の被

害が最大であり，耐震性能残存率 R＝81，被災度は小破

と判定された。 

一方，1974 年建設の西棟は耐震診断の結果，靭性型

（F=1.75）の建物と診断され Is=0.80 となり，補強不要と 

判定された。なお，C 値の最大値は 0.50（F＝1.27）であ

り，東棟の補強後の C=0.87（F=1）はもちろん補強前の

C=0.7（F=1）と比較しても小さい。この事例のように，

比較的強度の低い靭性型建物に被害が生じるのは，兵庫

県南部地震でも見られた傾向である。ここで，西棟の 1

階桁行方向の損傷度を記入した伏図を図－16 に示す。

Y4，Y5 通の柱は垂壁，腰壁の存在により短柱となり，

損傷の大きい柱が多い。Y4 通の柱には図面上スリットが

設けられ曲げ柱として設計されていたがスリットの効果

を発揮されず，写真－4 に示すようにせん断破壊したも

のが見られた。せん断破壊した柱は第二種構造要素とは

ならずに周辺部材に軸力の再配分が行われ，より大きな

変形により地震力を負担することで，骨組全体の安全性

は保たれた。1 階桁行方向で被害が最大であり，耐震性

能残存率 R＝67，中破と判定された。このように実際の

被害状況は診断結果の破壊モードと概ね一致しており， 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

表－3 S 中学校耐震診断及び耐震性能残存率 R  

 方向 Is CT･SD F R[%] 

西棟 
梁間 0.41 0.43 1.0 24 

桁行 0.24 0.32 0.8 33 

東棟 
梁間 0.38 0.4 1.0 31 

桁行 0.32 0.42 0.8 16 
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図―17 N 小学校配置図 

写真－1 

柱脚圧壊 

写真－2 

耐震壁のコンクリート剥落 

 

写真－3 

開口付耐震壁のスリッ

プによる水平ひび割れ 

写真－4 

短柱のせ

ん断破壊 

写真－5 

袖壁付柱の

損傷状態 

普通教室棟

プール

屋内運動場

特別教室棟

普通教室棟

プール

屋内運動場

管理教室棟倒壊防止の観点では耐震診断や性能評価の方法として問

題はないが，建物の使用者や所有者にとって地震後に継

続使用が不能となった点では，学校施設は特に地震発生

後の防災拠点として利用されることもあることから問題

となり，今後の地震防災対策の検討課題と思われる。 

4.3 新耐震設計法以降建設された建物で中破と判定さ

れた事例(N 小学校特別教室棟) 

 1985 年建築の特別教室棟は中破，エキスパンションジ

ョイントにより接続された 1972 年建築の普通教室棟は

軽微な被害であった。図－17 に配置図を示す。 

特別教室棟は 4 階建ての中廊下型の建物である。柱の

大部分は腰壁部分に鉛直構造スリットが設けられ，損傷

は軽微であった。大きな損傷は雑壁や耐震壁に見られ，

これらの部材が地震力を負担したと考えられる。設計通

りに応力を負担したということができるが，一部，開口

部により短スパンとなった垂壁や袖壁（写真－5）部分

のせん断破壊により，当該部材に取りつく構造部材にも

大きな損傷が見られた。1 階では耐震壁の数が多く，最

大被害は 2 階の桁行方向であり耐震性能残存率 R=69％，

被災度は中破と判定された。 

一方で普通教室棟は新耐震設計法以前に建設された 3

階建て片廊下型の平面タイプの建物であり，2 階のみ耐

震壁の増設による補強が行われた。最小 Is値は 2 階桁行

方向で 0.74（CTSD＝0.48）である。大部分の柱が無被害

から損傷度Ⅰと，甚大な被害は見られなかった。 

調査範囲内で新耐震設計法による建物で中破判定は 3

棟あり，いずれも第三年代初期（1984 年～1986 年）に建

設された。1987 年以降建設された建物の被害は軽微以下

であり，第三年代建設の建物数が第一，第二年代と比べ

多いことから，被害率は小さかったといえる。 

 

5．まとめ 

2011 年東北地方太平洋沖地震で被災した宮城県内の

小中学校 RC 造校舎の耐震性能と上部構造被害の傾向の

検討を試みた。また，本地震における典型的な被害事例

について報告した。以下に得られた知見を示す。 

（1）宮城県内の RC 造小中学校校舎の耐震診断は概ね終

了しており，既存不適格については耐震補強が行われ，

耐震化率も高い。兵庫県南部地震と比較し，被害率が小

さく，大破被害は耐震補強が未補強の建物のみであった

ことから耐震診断，耐震補強の効果がみられたといえる。 

（2）新耐震設計法施行初期に建設された，あるいは耐震

補強不要と判定された建物であっても，第二種構造要素

とはならずにせん断破壊を許容されている柱及び耐震壁

や雑壁等に損傷が集中することで中破程度の被害が生じ

た事例が見られた。構造骨組の安全性は保証されている

が，修復性や継続使用の点で問題が生じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

   

 

 

 

 

謝辞 

 本調査に際しては，地震災害直後の忙しい中，構造図

面や施設台帳等の資料提供，被害状況説明をして頂いた

宮城県内各市町村教育委員会及び各学校の関係各位に厚

く御礼申し上げるとともに，被災住民の方々の生活が一

日も早く旧に復することを祈願する。 

参考文献 

1) 文部科学省，耐震診断実施率・耐震化率（都道府県

別データ）（幼・小中・高・特別支援）平成 22 年 4

月公立学校施設の耐震改修状況調査結果，文部科学

省ホームページ 参照：

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/taishin/ind

ex.htm  

2) 日本建築防災協会 既存鉄筋コンクリート造建物

の耐震診断基準同解説 2001 

3) 日本建築学会，1995 年兵庫県南部地震 鉄筋コンク

リート造建築物の被害調査報告書 第Ⅱ編 学校

建築，1997.3 

4) 財団法人 日本建築防災協会，震災建築物の被災度

区分判定基準および復旧技術指針，2001 

-1104-


